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寝屋川流域における総合的な治水対策 

1. はじめに 

寝屋川水系は生駒山地を源とし、低平な沖積平野を流れて旧淀川から大阪湾へ注ぎ、し

かも、内陸奥深く生駒山麓まで潮位の影響を受ける感潮河川であります。 

また、その流域は面積約 270km2の内、約 80%が河川に自然排水されない内水域で占めら

れ、その内水域に近年、人口、資産が集中して急速に都市化が進んできております。 

このため、寝屋川流域の治水対策については、国や関係自治体が積極的に取り組み、

河川や下水道の治水施設を整備しているにもかかわらず予想を上回る流出量の増大等に

より、しばしば浸水被害を被っています。(浸水実績図参照) 

これらの問題に対処するため、流域関係 11 市及び大阪府、国があいよって｢寝屋川流

域総合治水対策協議会｣(現在の寝屋川流域協議会)を設立し、総合的な治水対策を進めて

いく上で基本方針となる｢寝屋川流域整備計画｣を平成２年５月に定めました。 

さらに、平成 15 年 6 月には、特定都市河川浸水被害対策法が成立し、翌年の 5月に施

行されました。この法律は、寝屋川流域のように、著しい浸水被害が発生するおそれが

あるにも係わらす、市街化の進展により河道等の整備では浸水被害の防止が困難な河川

を対象に総合的な治水対策を推進することを目的としています。そこで、寝屋川流域を

特定都市河川指定及び流域に指定し、21 世紀の国際都市にふさわしい、安全で快適な寝

屋川流域の街づくりのため、より高度な土地利用に対応した治水対策として、河川や下

水道治水施設のレベルアップに加え、都市のなかに人工的な保水・遊水機能をもたせる

流域対策など、総合的な治水対策を推進していきます。 

 

2. 総合的な治水対策の必要性 

水害に対して安全で快適な潤いのある街づくりを行うためには、河川改修や遊水地、

下水道等のような治水施設の整備を促進することも重要ですが、雨水が流域から一挙に

下水道や河川に流出することを抑制する流域での対策も重要なことです。 

流域対策とは、従来、保水・遊水機能を果たしていた低湿地帯、水田、ため池等の減

少に対し、民間開発に伴う調節池の設置や、公園、学校、団地などの公共公益施設を利

用して雨水貯留施設等を設置し、流域の保水・遊水機能を人工的に都市の中へ取り戻そ

うとするものです。 

さらに森林・緑地の保全などの土地利用に関することや、緊急時の水防・避難に関す

ること等ソフト面での対策もあわせて行います。また、ソフト対策として、浸水実績図

の公表や河川管理者と気象台による洪水予報も行っています。このように総合的な治水

対策とは、洪水に対する治水安全度を高めるために、治水施設の整備とあわせて、雨水

の河川への流出量を抑制するため流域においても対策を行うという考え方に基づくもの

です。 
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3. 浸水実績図 

水害から街をまもるためには、各戸貯留や高床式住居の建築など、流域住民の方々の

協力も必要です。このため、過去に浸水した地域を知っていただくことにより、水害に

強い土地利用や緊急時の水防・避難等に役立てていただくように浸水実績図の公表を行

っています。 

【浸水実績図（H7-H15）】 
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4. 河川整備計画(H14.7.16 策定)での役割分担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 流域対応施設 

流域対応については、積極的に公共公益施設を利用するとともに、一定規模以上の雨

水浸透阻害行為及び開発行為には、本技術基準に基づく恒久的な貯留施設等を設置して

いただきます。 

 

○対象地域   特定都市河川浸水被害対策法第３条第３項に基づき指定される特定都

市河川流域(267.60km2)で、以下に挙げる区域の全域もしくは、一部区域

である。 

 

         大阪市旭区、都島区、城東区、鶴見区、東成区、生野区、平野区、中

央区、天王寺区、阿倍野区、住吉区、東住吉区、守口市、枚方市、八

尾市、寝屋川市、大東市、柏原市、門真市、藤井寺市、東大阪市、四

條畷市、交野市 

流域基本高水のピーク流量 

2,700m3/s 

外水域からの流出(外水) 

◆河道による処理  850m3/s 

◆分水路による放流 390m3/s 

◆遊水地による貯留 410m3/s 

1,650m3/s 

◆放流施設(地下河川等) 530m3/s 

◆貯留施設(流域調節池等)220m3/s 

750m3/s 

◆流域対応施設による

貯留・浸透 

300m3/s 

(400 万 m3) 

基本高水のピーク流量 

2,400m3/s 

流出抑制施設 

府、地元自治体、開発者等 

放流・貯留施設 

河川・下水道管理者 

内水域からの流出(内水) 
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○対象行為 

◆雨水浸透阻害行為(Ⅰ～Ⅳに該当するものは対象外) 

① 宅地等以外の土地において行う 0.1ha 以上の雨水浸透阻害行為 

◆開発行為(Ⅴ～Ⅶに該当するものは対象外) 

② 市街化区域内において行う 0.05ha 以上の都市計画法第２９条の許可を必要とする開発行為 

③ 市街化調整区域内において行う都市計画法２９条の許可を必要とする開発行為 

④ 駅舎その他の鉄道の施設、社会福祉施設、医療施設、学校教育法による学校（大学、専修学校及び

各種学校を除く。）、公民館、変電所その他これらに類する都市計画法施行令第２１条で定める公

益上必要な建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為。 

⑤ 国、大阪府、大阪市等、地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に基づきこの節の規定によ

り大阪府知事の権限に属する事務の全部を処理することとされた市町村（以下この節において「事

務処理市町村」という。）、大阪府、大阪市等若しくは事務処理市町村がその組織に加わっている

一部事務組合、広域連合、全部事務組合、役場事務組合若しくは港務局又は大阪府、大阪市等若し

くは事務処理市町村が設置団体である地方開発事業団が行う開発行為 

⑥ 都市計画事業の施行として行う開発行為 

⑦ 土地区画整理事業の施行として行う開発行為 

⑧ 市街地再開発事業の施行として行う開発行為 

⑨ 住宅街区整備事業の施行として行う開発行為 

⑩ 防災街区整備事業の施行として行う開発行為 

⑪ 公有水面埋立法第２条第１項の免許を受けた埋立地であって、まだ同法第２２条第２項の告示がな

いものにおいて行う開発行為 

◆その他開発指導要綱等で、別途定める行為 

  

ただし、以下の行為については、対象外として取り扱う。  

◆雨水浸透阻害行為 

Ⅰ 主として農地又は林地を保全する目的で行う行為 

Ⅱ 既に舗装されている土地において行う行為 

Ⅲ 仮設の建築物等(建築物その他の工作物をいう。第１１条第２号及び第１４条第２号において同

じ。)の建築その他の土地を一時的な利用に供する目的で行う行為(当該利用に供された後に当該行

為前の土地利用に戻されることが確実な場合に限る。) 

Ⅳ 非常災害のために必要な応急措置として行う行為 

◆開発行為 

Ⅴ 雨水浸透阻害行為のうち雨水浸透阻害行為をしようとする土地の面積が 0.1ha 未満のもの 

Ⅵ  非常災害のため必要な応急措置として行う開発行為 

Ⅶ  通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で都市計画法施行令第２２条で定めるもの 
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○施設の設置者 開発者(申請者)自らに設置していただきます。 

○施設の規模 別紙基準 P16 に定める基準降雨が生じた場合を想定して、行

為区域から流出される雨水量の最大値を下表の基準値以下

に抑制する流出抑制施設を設置していただきます。 

表 流出抑制の基準値 

 開 発 等 の 全 体 面 積  

1ha 以 上  

開 発 等 の 全 体 面 積  

1ha 未 満  

雨 水 浸 透 阻 害 行 為 面 積  雨 水 浸 透 阻 害 行 為 面 積  

0.1ha 以 上  0.1ha 未 満  0.1ha 以 上  0.1ha 未 満  

雨 水 浸 透 阻

害 行 為 の 区

域  

Ａ １ (㎡ ) 

行 為 前 の ピ ー ク 流 出

量 と 0.04(m 3/s/ha)×

Ａ １ の 小 さ い 方 。  

0.04(m 3/s/ha) ×

(Ａ １ ＋ Ａ ２ ) 

行 為 前 の ピ ー ク 流 出

量 と 0.07(m 3/s/ha)×

Ａ １ の 小 さ い 方 。  

0.07(m 3/s/ha) ×

(Ａ １ ＋ Ａ ２ )  雨 水 浸 透 阻

害 行 為 以 外

の 区 域  

Ａ ２ (㎡ ) 

0.04(m 3/s/ha)× 

Ａ ２  

0.07(m 3/s/ha)× 

Ａ ２  

行為前のピーク流出量については、以下の条件にて算出するものとします。  

計算式：合理式  Ｑ＝ 1/360・ f・ r・Ａ /10000 

Ｑ：行為区域からの流出雨水量(m3/s) 

ｆ：行為区域の平均流出係数(土地利用毎の流出係数を面積で加重平均) 

ｒ：基準降雨における最大降雨強度値(＝60.0mm/h) 

Ａ：行為区域の面積(m2) 

流出係数 ：流出雨水量の最大値 を算定する際に用いる 土地利用形態ごとの流 出係

数を定める告示 (平成 16 年国土交通省告示第 521 号 ) 

 

○流出抑制施設  貯留型施設を原則として設置していただきます。 

の種類     また、浸透型施設の効果が貯留換算可能な場合は、協議により浸透型

施設による対応も可能とします。 

         ただし、①～④の区域の範囲及びその周辺地域においては、雨水を地

下に浸透させない工法によるものとします。その際の雨水を貯留する工

法については、大阪府の砂防担当部局と当該工法について調整してくだ

さい。 

① 地すべり等防止法に規定する地すべり防止区域 

② 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に規定する急傾斜地

崩壊危険区域 

＋ ＋ 
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③ 地下へ雨水を浸透させることによって法面の安全が損なわれる恐れ

のある地域 

④ 地下へ雨水を浸透させることによって他の場所の居住および自然環

境を害する恐れのある地域 

 

○貯留方式    行為区域内の公園、緑地、駐車場、広場等の各種の空間地や地下空間

を利用して設置してください。ただし、砂防指定地内においては、砂防

指定地内行為許可技術基準によってください。 

○貯留調節方式  オリフィス(放流孔)による自然流下方式を基本とします。 

○施設の維持管理 原則として開発者(申請者)に行っていただきます。 

○施設の恒久化  恒久的な施設として管理していただきます。 

○流出抑制施設  設置された流出抑施設の機能を阻害するおそれのある行為については、 

の機能阻害行 届出・協議が必要です。 

為の許可    特に、0.1ha 以上の雨水浸透阻害行為の対策工事として設置されたもの

については、特定都市河川浸水被害対策法第１８条に基づく許可申請が

必要です。 

○手続き     0.1ha 以上の雨水浸透阻害行為については、雨水浸透阻害行為の許可申

請手続きを行ってください。また、同時に都市計画法に基づく開発許可

申請、宅地造成等規制法に基づく許可申請、建築許可申請及び建築確認

申請、農地法に基づく農地転用許可などが必要となる場合には、所定の

手続きを行ってください。添付図書には貯留・浸透施設の図面が必要で

すので、開発許可申請の事前協議時に、各担当部課と協議するか、それ

までにお問い合わせ下さい。 
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○技術基準    貯留施設等を設計するに際しての技術的な基準については、別紙（案）

を基本としますが、流域内各市において、流域対応量の目標や、地域の

実状に応じて独自の基準を作成することを妨げるものではなく、この場

合は流域内各市で独自に作成された技術的基準に基づいて貯留施設等を

設計するものとします。 

 

 

 
問 い 合 せ 先 

機関名 担当部課 電話 

大阪府 都市整備部河川室 06-6941-0351 

大阪市 建設局下水道部施設管理課 06-6615-6260 

守口市 下水道部下水道管理課 06-6992-1221 

枚方市 下水道部下水道総務課 072-841-1221 

八尾市 土木部土木建設課 072-924-3887 

寝屋川市 上下水道局下水道事業室 072-825-2162 

大東市 下水道部水政課 072-872-2181 

柏原市 道路水路管理課 072-972-1501 

門真市 建設事業部水政課 06-6902-1231 

藤井寺市 都市整備部下水道課 072-939-1111 

東大阪市 下水道部水洗化促進センター 06-4309-3247 

四條畷市 上下水道局下水道課 072-876-7900 

交野市 都市整備部道路河川課 072-892-0121 
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第 1章 総則 

1-1 目的 

 

 

 

 

1-2 適用範囲 

 

 

 

(解説) 

流出抑制施設を分類すると図－１のようになる。また構造型形式によって分類すると

表－１のようになる。 

 

本技術基準は、雨水流出抑制施設の計画設計に係る技術的事項についての一般原則を

示すものである。 

本技術基準は、雨水浸透阻害行為、及び開発行為に伴う貯留および浸透施設を設置す

る場合の計画設計に適用する。 

多 目 的 遊 水 地 

治 水 緑 地 

遊 水 地 

防 災 調 整 池 

調整池型貯留施設 

公 園 貯 留 施 設 

校 庭 貯 留 施 設 

多 段 式 貯 留 施 設 

駐 車 場 貯 留 施 設 

棟 間 貯 留 施 設 

ピロティ式貯留施設 

地 下 式 貯 留 施 設 

各 戸 貯 留 施 設 

浸 透 井 

浸透地下トレンチ 

浸 透 池 

透 水 性 舗 装 

浸 透 溝 

浸 透 桝 

オ フ サ イ ト 型 

雨 水 貯 留 

オ ン サ イ ト 型 

雨 水 貯 留 

雨 水 浸 透 型 

雨 水 

貯 留 型 

流 出 抑 制 

施 設 

図―１ 流出抑制施設の分類 
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表－１ 貯留型施設の構造形式 

 

構 造 形 式 内           容 

 

ダ  ム  式 

(堤高１５ｍ未満) 

 

主として丘陵地で谷部をアースフィルダムあるいはコンクリートダムに

よりせき止め、雨水を貯留する型式。 

 

 

掘  込  式 

 

 主として平坦地を掘り込んで雨水を一時貯留する型式であり、計画高水

位が周辺地盤高とほぼ同じとなる。 

 

 

地  下  式 

 

 地下貯留槽、埋設管等に一時雨水を貯留し、流出抑制の機能を持たせる

もの。 

 

 

小堤・小掘込式 

 

 概ね 1.0ｍ未満の築堤あるいは掘込による貯留施設であり、公園、学校

校庭、棟間等本来の利用目的を有する土地に設置する場合に採用される。 

 

   

堤体 
ＨＷＬ 

放流管 

 

ＨＷＬ 
道路 

雨水管 
貯水槽 

雨水渠 

  

側溝 

侵入路 

雨水管 

道路 

水中ポンプ 

Ａ棟 B 棟 

雨水管 
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1-3 用語の定義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本技術基準で用いる用語は、それぞれ以下のように定義する。 

(1) オンサイト貯留 

オンサイト貯留とは、雨水の移動を最小限におさえ、雨が降ったその場所で貯留し、雨

水の流出を抑制するもので、現地貯留とも呼び、公園・運動公園・駐車場・集合住宅の

棟間等の流域貯留施設、あるいは各戸貯留施設などが一般にオンサイト貯留となる。 

(2) オフサイト貯留 

オフサイト貯留とは、河川・下水道・水路等によって集水し、集約的に貯留し、雨水の

流出を抑制するもので、現地外貯留とも呼び、遊水地、防災調節池等はこれにあたる。 

(3) 調節(整)池 

調節(整)池とは、オフサイト貯留となる施設で、流出抑制を第 1 義として設置するもの

のうち、河川管理施設として設置する流域調節池、防災調節池、及び大規模な宅地開発

等に伴って設置する施設を調節(整)池という。 

(4) 流域貯留施設 

流域貯留施設は、広義にとらえると調節(整)池等も含まれるが、本基準では公園、運動

場、広場、団地の棟間、駐車場など本来の利用目的を有する土地に、低水深で貯留機能

を持たせ、流出抑制を行う施設をいう。その貯留方法は一般にオンサイト貯留となり、

その貯留構造は一般に小堤・小堀込式となる。 

(5) 集水面積 

集水面積とは、貯留型施設あるいは浸透型施設に雨水を集めることのできる区域の面積

をいう。 

(6) 放流比流量 

放流比流量とは、貯留型施設あるいは、浸透型施設よりの放流量を集水面積で除した値

をいう。 

(7) オリフィス 

オリフィスとは、貯留型施設に雨水が流入・出する際、流入・出量を調節するための調

整口をいい、特に流出する場合は放流孔という。 

(8) 許容放流比流量 

本技術基準において、流出抑制施設の規模を算定する際の基準となる放流比流量。 

(9) 雨水浸透阻害行為 

特定都市河川浸水被害対策法第９条に掲げる行為。 
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(解説) 

以上のほか、本技術基準を理解するために必要と考えられる用語について以下に説明する。 

(1) 棟間貯留   ：集合住宅の棟間に貯留するものをいう。 

(2) 公園貯留   ：公園用地内の池・運動広場等に貯留するものをいう。 

(3) 学校貯留   ：小、中学校等の教育施設用地を利用して貯留するものをいう。 

(4) 各戸貯留   ：独立住宅の敷地内の庭に、貯留(低床花壇)又は貯留槽を設け、これ

に屋根に降った雨を貯留するものをいう。 

(5) 地下貯留   ：地下に貯留槽を設け、これに雨水を導入するもので、貯留施設の上

では種々の利用が可能となる。 

(6) 貯留可能容量 ：流域貯留施設として利用する棟間・校庭・公園などの本来の利用機

能、安全性からの制約により定められる貯留可能面積、貯留限界水深

によって設定される容量をいう。 

(7) 貯留限界水深 ：貯留施設における貯留時の安全性、本来の利用目的から定まる貯留

可能な最大水深をいう。 

(8) 下流許容放流量：下流許容放流量とは、計画対象降雨時に流出抑制施設から下流に放

流を許容される流量であり、調節(整)池では放流施設の設計流量に相

当し、下流河川や水路の流下能力に相当する比流量によって決定され

る。 
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1-4 流出抑制方式 

 

 

 

(解説) 

流出抑制方式を決定する際に考慮されるべき基本的事項は、主に次のようである。 

① 治水上、構造上の安全性が確保できること。 

② 土地利用上効果的で支障のないこと。 

③ 施工が容易で経済的であること。 

④ 維持管理が容易であること。 

①の安全性については、ダム式、地下貯留式の貯留型施設を除いては比較的簡単な構造

であり、施設の崩壊、損傷による危険性は少ない。②については、貯留型施設の用地の積

極的な利用、土地利用にあった貯留型式の選択が考えられる。③については、施設の構造

が簡単であり、施工が容易であることが望ましい。④については、流域貯留施設を設置す

る場合に重要である。 

貯留型施設は、一般に集水面積が小さいため降雨開始から流出発生までの時間が極めて

短く、人工操作を伴う調節方式は困難である。よって、雨水流出の調節方式は人工操作に

よらないオリフィス方式を原則とし、確実に調節効果が期待できるものとする。 

但し、堀込式や地下式の貯留施設については放流先水路、下水道等との水位関係からオ

リフィス方式によることが困難な場合にはポンプやゲートによる排水方式とする。 

ポンプによる排水方式とする場合は、確実にポンプが機能するよう十分維持管理を行う

こととする。図―２に排水方式を示す。 

 

 

 

流出抑制方式は、流域の地形地質、集排水系統、周辺土地利用状況等を考慮して、流

出抑制が期待できるものとする。 

図―２ 排水方式 

水中ポンプ 

ゲ
ー
ト 

自然放流(オリフィス)方式 ポンプ排水方式 ゲート排水方式 
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1-5 設置の原則 

 

 

 

(解説) 

(1) 貯留・浸透施設は、流域の地形、地質、地下水位、土地利用等の諸条件を考慮

して、適切な構造形式を選択する。 

寝屋川流域は、流域の 83%が沖積平野によって占められていることから貯留型施設の

構造形式がダム式となることは稀であり、堀込式または小堤・小堀込式となる場合が

一般的と考えられる。さらに、流域内の開発は大規模開発が少なく、今後の開発は小

規模開発が中心と考えられ、貯留型施設の用地確保も難しいことから、貯留型施設の

構造形式としては、校庭、公園、広場、駐車場等の本来の利用目的を有する土地に小

堤・小堀込・地下式の貯留施設を採用する方法等により選択する。 

また、集排水系統については、極力分流方式とすることが望ましく、貯留した雨水を

散水や雑用水等に再利用するなど、放流先についても既存の水路をできるだけ利用す

ることに努める。 

(2) 浸透施設は下記の区域については設置しないようにする。 

①地すべり等防止法に規定する地すべり防止区 

②急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に規定する急傾斜地崩壊危険区域 

③地下へ雨水を浸透させることによって法面の安全が損なわれる恐れのある地域 

④地下へ雨水を浸透させることによって他の場所の居住および自然環境を害する恐

れのある地域 

貯留・浸透施設は、貯留・浸透機能が継続的に確保でき、良好な維持管理が可能な場

所と構造を選定するものとする。 
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第 2章 計画 

2-1 許容放流比流量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(解説) 

現状において既に 0.04m3/s/ha を超過するピーク流出量となる場合では、最低限

0.04m3/s/ha にまで開発行為後ピーク流出量を低下させることとする。 

また、施設整備の完了した時点においてオリフィス寸法を拡大することによって、許

容放流量 0.07m3/s/ha に対応できるようにする。 

1.0ha 未満の小規模な開発については、オリフィスの改良や、余水吐設置、貯留頻度等

を考慮の上、当初から許容放流比流量を 0.07m3/s/ha とする。 

 

0.1ha 以上の雨水浸透阻害行為となる区域の行為前ピーク流出量は合理式により算定

するものとする。 

 

Ｑmax＝1/360・ｆ・ｒmax・Ａ/10000                                       式(1-1) 

 

Ｑmax ：行為区域からのピーク流出量(m3/s) 

ｆ ：行為区域の平均流出係数 

ｒmax ：基準降雨における最大降雨強度値＝60.0(mm/h) 

Ａ ：行為区域の面積(m2) 

なお、上式中の行為区域の平均流出係数(ｆ)は、行為前の土地利用形態ごとに告示に

定める流出係数を適用して算定すること。 

 

貯留施設等からの許容放流量は、対象面積あたり 0.04m3/s/ha を限度とする。ただし、

開発等の全体面積が 1.0ha 未満の場合は 0.07m3/s/ha、外水域の場合は開発行為等の全

体面積規模に拘わらず 0.07m3/s/ha とする。 

また、0.1ha 以上の雨水浸透阻害行為となる区域については、許容放流量に加えて、

雨水浸透阻害行為前ピーク流出量を上回らないこととする。 

なお、砂防指定地内における行為については、砂防技術基準による行為許可技術基準

を満足するものとする。 
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(基準降雨) 

流出抑制に必要な調節容量を定める対象降雨は表－2 のとおりに定める。 

降雨波形 昭和３２年 型 八尾観測所降雨の引き縮め 

最大降雨強度  ６０．０mm/ｈｒ 

表－２ 寝屋川特定都市河川流域の強化降雨 

  

時 分
降雨強度
（mm/h）

時 分
降雨強度
（mm/h）

時 分
降雨強度
（mm/h）

時 分
降雨強度
（mm/h）

0 0－10 9.0 6 0－10 7.2 12 0－10 0.0 18 0－10 0.0
10－20 1.8 10－20 14.4 10－20 0.0 10－20 0.0
20－30 2.4 20－30 10.2 20－30 0.0 20－30 0.0
30－40 4.2 30－40 52.8 30－40 0.0 30－40 0.0
40－50 8.4 40－50 59.4 40－50 0.0 40－50 0.0
50－60 5.4 50－60 15.0 50－60 0.0 50－60 0.0

1 0－10 2.4 7 0－10 0.6 13 0－10 0.0 19 0－10 0.0
10－20 5.4 10－20 0.6 10－20 0.0 10－20 0.0
20－30 18.0 20－30 0.0 20－30 0.0 20－30 0.0
30－40 7.8 30－40 0.0 30－40 0.0 30－40 0.0
40－50 20.4 40－50 0.0 40－50 0.0 40－50 0.0
50－60 41.4 50－60 0.0 50－60 0.0 50－60 0.0

2 0－10 14.4 8 0－10 0.0 14 0－10 0.0 20 0－10 0.0
10－20 24.0 10－20 0.0 10－20 0.0 10－20 0.0
20－30 26.4 20－30 0.0 20－30 0.0 20－30 0.0
30－40 53.4 30－40 0.0 30－40 0.0 30－40 0.0
40－50 43.2 40－50 0.0 40－50 0.0 40－50 0.0
50－60 48.0 50－60 0.0 50－60 0.0 50－60 0.0

3 0－10 56.4 9 0－10 0.0 15 0－10 0.0 21 0－10 0.0
10－20 60.0 10－20 0.0 10－20 0.0 10－20 0.0
20－30 49.8 20－30 0.0 20－30 0.0 20－30 0.0
30－40 18.6 30－40 0.0 30－40 0.0 30－40 0.0
40－50 27.6 40－50 0.0 40－50 0.0 40－50 0.0
50－60 18.6 50－60 0.0 50－60 0.0 50－60 0.0

4 0－10 4.8 10 0－10 0.0 16 0－10 0.0 22 0－10 0.0
10－20 4.8 10－20 0.0 10－20 0.0 10－20 0.0
20－30 18.0 20－30 0.0 20－30 0.0 20－30 0.0
30－40 18.0 30－40 0.0 30－40 0.0 30－40 0.0
40－50 10.8 40－50 0.0 40－50 0.0 40－50 0.0
50－60 27.0 50－60 0.0 50－60 0.0 50－60 0.0

5 0－10 18.0 11 0－10 0.0 17 0－10 0.0 23 0－10 0.0
10－20 7.2 10－20 0.0 10－20 0.0 10－20 0.0
20－30 6.6 20－30 0.0 20－30 0.0 20－30 0.0
30－40 3.6 30－40 0.0 30－40 0.0 30－40 0.0
40－50 22.8 40－50 0.0 40－50 0.0 40－50 0.0
50－60 13.2 50－60 0.0 50－60 0.0 50－60 0.0  
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2-2 放流孔の設計 

 

 

 

(1) 放流施設には、出水時において人為的操作を必要とするゲート、バルブなどの設置

をしないことを原則とする。放流施設は、雨水を調節して放流するための施設であり、図

―３のような構造様式が考えられる。 

ただし、やむをえずポンプやゲートにより調節する場合は、ポンプ能力やゲートによる排

水能力を許容流量以下にする。 

 

雨水流出の調節方式は原則として自然放流(放流孔)方式とし、放流施設における放流

孔の位置、断面は、許容放流量を安全に処理できるよう決定する。 

図－３ 放流施設構造図 

（）
）

HW.L

グレーチング 余裕しろ 天端

集側溝
放流孔

（オリフィ
ス）

放流管

堆砂

堆砂

余水吐
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(2) 放流孔の口径は、許容放流量Ｑおよび設計水深Ｈに対し次式を満足するものとす

る。なお、設計水深 H は、開発行為対象域の地下埋設物状況や地上の土地利用状況を

鑑みて開発者が設定する。 

 

 

 

 

 

(3) 放流管の管径は、許容放流量に対し自由水面を有する流れとなるように配慮し、そ

の流水断面積は管路断面積の 3/4 以下として設定することを原則とし、その口径は次式

により求める。また放流先が、下水道管渠の場合の接続部は下水道施設設計指針(日本

下水道協会)によるものとする。 

Ｄ＝(ｎ・Ｑ/(0.262・Ｉ1/2)3/8                    

D：管径(m)、I：管路勾配、n：粗度係数(=0.015) 

 

 

 

2-3 調節容量 

 

 

 

 

(解説) 

(1) 寝屋川流域の地形は低平地が多く、地下水位も高い所が多く浸透機能については未

検討な点も多いため、原則として貯留型施設により容量を確保することとしたもので

ある。 

なお、浸透型施設についてもその効果が期待できるものについては協議の上、貯留

型にかえて設計を認めることとする。 

(2) 容量規模は次ページ以降の手順により設定を行うこととする。 

Ｈ 

Ｄ 

雨水流出抑制施設の雨水調節容量は、原則として貯留型施設により確保するものとす

るが、浸透型施設や貯留型と浸透型の組み合わせにより確保してもよいものとする。 

【Ｈ≧1.8Ｄの場合】 

Ｑ＝Ｃ・a・√（2g(Ｈ－Ｄ/2)） 

 ａ＝Ｄ・ｂ（矩形：幅ｂ） 

 ａ＝1/4・π・Ｄ2（円形） 
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 START 

雨水浸透阻害行為面積、開発許可等面積の確認 

行為前後の土地利用毎の流出係数、面積の整理 

雨水浸透阻害行為面積 

Ａ１≧0.1ha 

雨水浸透阻害行為面積 

0.1ha 未満 

雨水浸透阻害行為面積 

0.1ha 以上 

―従前のピーク流出量の算出― 

【雨水浸透阻害行為部分】 

Ｑ１＝1/360・ｆ１・ｒmax・Ａ１ 

ｆ１：行為前流出係数(加重平均) 

ｒmax：60.0(mm/hr) 

開発許可等の面積 

Ａ≧１ha 

開発許可等の面積 

１ha未満 

開発許可等の面積 

１ha以上 

―許容放流量の算出― 

※Ａ１≧0.1ha 

Ｑ＝min(Ｑ１，Ｑ２)＋Ｑ３ 

Ｑ２＝0.04(m3/s/ha)・Ａ１ 

Ｑ３＝0.04(m3/s/ha)・（Ａ－Ａ１） 

※Ａ１＜0.1ha 

Ｑ＝0.04(m3/s/ha)・Ａ 

―許容放流量の算出― 

※Ａ１≧0.1ha 

Ｑ＝min(Ｑ１，Ｑ２)＋Ｑ３ 

Ｑ２＝0.07(m3/s/ha)・Ａ１ 

Ｑ３＝0.07(m3/s/ha)・（Ａ－Ａ１） 

※Ａ１＜0.1ha 

Ｑ＝0.07(m3/s/ha)・Ａ 

許容放流量Ｑ 

貯留施設高Ｈの設定 

－オリフィス寸法の決定－ 

 

*** 次式が成立するようにａ，Ｄを決定 *** 

 

Ｑ＝Ｃ・ａ・√(2・ｇ・(Ｈ-Ｄ/2)) 

Ｑ：許容放流量(m3/s)      Ｈ：調節池高(m) 

Ｃ：放流口の流出係数 C=0.6   Ｄ：放流口高(m) 

ａ：放流口の断面積(m2)       g：重力加速度 9.8(m/s2) 

Yes No 

Yes No 

※ 表－３ 参照 

※ 表－４ 参照 ※ 表－５ 参照 

《 調節容量計算フロー 》 

次ページ へ 

Ａ ：開発等の面積(ha) 

Ａ１：雨水浸透阻害行為面積(ha) 
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貯留施設容量Ｖを仮定 

(貯留施設面積Ｓも同時に仮定される！) 

－貯留施設水位Ｈ(t)の算出－ 

 

平均流入量＝平均流出量＋⊿ｔ前後の貯留量差となるようＨ(t)を設定(以下の収束計算による)する 

 ⊿ｔ：計算時刻刻み(10 分) 

 

 

 

以下のように式を展開し、水位Ｈ(t)を仮定して、その水位に対するＶ(t)とＱout(t)を計算して 

Φ(t)に等しい水位Ｈ(t)を見いだす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－流入量Ｑin(t)の算出－ 

 ※ｔ：0～24hr(10 分毎) 

Ｑin(t)＝1/360・ｆ２・ｒ(t)・Ａ 

ｆ２：行為後流出係数(加重平均) 

ｒ(t)：基準降雨の降雨強度(mm/hr) 

Ａ ：開発等の面積(ha) 

 

Ｑin(t-1)＋Ｑin(t) ・⊿ｔ＝ Ｑout(t-1)＋Ｑout(t) ・⊿ｔ＋(Ｖ(t)－Ｖ(t-1)) 

     2              2 

Ｑin(t-1)＋Ｑin(t) ＝Ｑin(t-1,t) とおくと 

     2 

Ｑin(t-1,t)＝2Ｑout(t-1)－Ｑout(t-1)＋Ｑout(t) ＋Ｖ(t)－Ｖ(t-1) 

               2          ⊿ｔ  ⊿ｔ 

(Ｑin(t-1,t)-Ｑout(t-1))＋ Ｖ(t-1)＋Ｑout(t-1) ＝ Ｖ(t)＋Ｑout(t)  

                ⊿ｔ    2     ⊿ｔ   2 

 Ｖ(t-1)＋Ｑout(t-1) ＝Φ(t-1) とおくと 

  ⊿ｔ    2      

(Ｑin(t-1,t)-Ｑout(t-1))＋Φ(t-1)＝Φ(t)  … 式(3) 

ただし、放流量は以下のＱout 計算とする。 

Ｈ(t)≦1.2Ｄ     Ｑout＝Ｃ’・ａ1/2 ・Ｈ(t)3/2 

1.2Ｄ＜Ｈ(t)＜1.8Ｄ Ｈ(t)＝1.2Ｄ、Ｈ(t)＝1.8ＤのＱout を直線近似 

Ｈ(t)≧1.8Ｄ     Ｑout＝Ｃ・ａ・√(2・ｇ・(Ｈ(t)－Ｄ/2) 

Ｃ，Ｃ’：放流口の流出係数Ｃ＝0.6 Ｃ’＝1.8 

―放流量Ｑout(t)、Ｖ(t)を算出－ 

Ｑout(t)＝オリフィス計算にＨ(t)を代入 

Ｖ(t)＝Ｓ・Ｈ(t) 

*** 次のステップ *** 

Ｑout(t) ⇒Ｑout(t-1)  

Ｖ(t) ⇒Ｖ(t-1)    として計算式に代入 

計
算
時
間
ス
テ
ッ
プ(  

 

分)

毎
に
繰
り
返
し 

←左辺(Ｈ(t)に無関係)＝右辺(Ｈ

(t)により変動)となるＨ(t)を設

定する！ 

★判定 

Ｑout(max)≦Ｑ(許容放流量) 

Ｈmax≦Ｈ(貯留施設高) 

Ｑout(max)＝max(Ｑout(0)…Ｑout(t)) 

Ｈmax＝max(Ｈ(0)…Ｈ(t)) 

貯留施設の規格決定 

ＯＫ 

ＮＧ 

10 

※ 表－６ 参照 
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表－３ 0.1ha 以上の雨水浸透阻害行為に係る土地利用の面積内訳整理 

面積 流出係数

(m2) ｆ

1 林地、耕地、原野等 Ab1 0.20

2 山地 Ab2 0.30

3 植生法面 Ab3 0.40

4 締め固められた土地 Ab4 0.50

合　　計 ΣAbi Σ(ｆ×Abi)

行為前土地利用
流出係数×

面積(ｆ×Abi)

 

 

面積 許容放流比流量

(m2) q(m3/s/ha)
1 林地、耕地、原野等 Ab1
2 山地 Ab2
3 植生法面 Ab3

4 締め固められた土地 Ab4

合　　計 ΣAbi

行為前土地利用

q=0.04
または
q=0.07

 

 

表－４ 0.1ha 以上の雨水浸透阻害行為を除く区域に係る土地利用の面積内訳整理 

面積 許容放流比流量

(m2) q(m3/s/ha)
1 林地、耕地、原野等 Ab1'

2 山地 Ab2'

3 植生法面 Ab3'

4 締め固められた土地 Ab4'

5 宅地 Ab5'

6 池沼・水路・ため池 Ab6'

7 道路（法面無し） Ab7'

8 鉄道線路（法面無し） Ab8'

9 飛行場（法面無し） Ab9'

10 不浸透地（Co,As) Ab10'

11 不浸透法面（Co,As) Ab11'

12 ゴルフ場（排水施設有り） Ab12'

13 運動場（排水施設有り） Ab13'

合　　計 ΣAbi'

行為前土地利用

q=0.04
または
q=0.07

 

 

表－５ 行為後の土地利用の面積内訳整理 

面積 流出係数

(m2) ｆ

1 林地、耕地、原野等 Aa1 0.20

2 山地 Aa2 0.30

3 植生法面 Aa3 0.40

4 締め固められた土地 Aa4 0.50

5 宅地 Aa5 0.90

6 池沼・水路・ため池 Aa6 1.00

7 道路（法面無し） Aa7 0.90

8 鉄道線路（法面無し） Aa8 0.90

9 飛行場（法面無し） Aa9 0.90

10 不浸透地（Co,As) Aa10 0.95

11 不浸透法面（Co,As) Aa11 1.00

12 ゴルフ場（排水施設有り） Aa12 0.50

13 運動場（排水施設有り） Aa13 0.80

合　　計 ΣAai Σ(ｆ×Aai)

行為後土地利用
流出係数×

面積(ｆ×Aai)

 

Q1=1/360・f1・rmax・A1/10000 

・平均流出係数 f1＝ 

Σ(ｆ×Abi)／ΣAbi 

・A1=ΣAbi 

 

Q2=ｑ・A1/10000 

・A1=ΣAbi 

・A2=ΣAbi’ 

Q3=ｑ・A2/10000 

Q=min(Q1,Q2)+Q3 

・平均流出係数 f2＝ 

Σ(ｆ×Aai)／ΣAai 

・A=ΣAai 
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表－６ 流入量の算定 

Σ(ｆ×Aai)/ΣAai

ΣAai

時 分
降雨強度
（mm/h）

流入量Ｑin

(m3/s)
時 分

降雨強度
（mm/h）

流入量Ｑin

(m3/s)
0 0－10 9.0 4 0－10 4.8

10－20 1.8 10－20 4.8
20－30 2.4 20－30 18.0
30－40 4.2 30－40 18.0
40－50 8.4 40－50 10.8
50－60 5.4 50－60 27.0

1 0－10 2.4 5 0－10 18.0
10－20 5.4 10－20 7.2
20－30 18.0 20－30 6.6
30－40 7.8 30－40 3.6
40－50 20.4 40－50 22.8
50－60 41.4 50－60 13.2

2 0－10 14.4 6 0－10 7.2
10－20 24.0 10－20 14.4
20－30 26.4 20－30 10.2
30－40 53.4 30－40 52.8
40－50 43.2 40－50 59.4
50－60 48.0 50－60 15.0

3 0－10 56.4 7 0－10 0.6
10－20 60.0 10－20 0.6
20－30 49.8 20－30 0.0
30－40 18.6 30－40 0.0
40－50 27.6 40－50 0.0
50－60 18.6 50－60 0.0

行為後平均流出係数ｆ２

開発等の面積Ａ(m2)

 

 

 

 

ｒ(t) 

Ｈ 

Ｄ 
Ｖ 

Ｑout(max)≦Ｑ 

Ｑ＝min(Q1,Q2)+Q3  

Qin(t)＝1/360・ｆ2・ｒ(t)・Ａ/10000 

放流孔の設計 

Ｑ＝Ｃ・ａ・√(2・ｇ・(Ｈ-Ｄ/2))【Ｈ≧1.8Ｄの場合】 

Ｑ：許容放流量(m3/s)      Ｈ：調節池高(m) 

Ｃ：放流口の流出係数 C=0.6   Ｄ：放流口高(m) 

ａ：放流口の断面積(m2)       g：重力加速度(m/s2) 

 

概 念 図 
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開発等の条件 行為後流出係数ｆ2 0.90 開発等の全体面積 10000 m2

貯留施設条件 全容量 800 m3 オリフィス径Ｄ 0.050 m 流量定数C' 1.8

池高Ｈ 2.00 m オリフィス幅ｂ 0.178 m 流量定数C 0.6

オリフィス断面積 0.0089 m2

計算条件 計算時間間隔：10分ごと（600秒） 式の収束判定条件：0.0004

許容放流量Q 0.0333 m3/s Qout(t)計算式

     ①H(t)≦１.2D Qout＝1.8・ａ1/2・H(t)3/2

     ②1.2D＜H(t)<1.8DH(t)=1.2D,H(t)=1.8Dの直線近似
V(t) Qout(t)      ③H(t)≧1.8D Qout＝0.6・ａ・√（2・9.8・（H(t)-D/2))
600 2

t
降雨強度
(mm/h)

Qin(t)

(m3/s)

H(t)　**別紙計算書参照
(m)
★収束判定
｜左辺－右辺｜≦ 0.0004

Qout(t)

(m3/s)

Qout(t)
計算式

V(t)

(m3)

【右辺】
Φ(t)

0 0.0 0.0000 0.000 0.0000 ① 0.00 0.000000
1 9.0 0.0225 0.017 0.0004 ① 6.80 0.011522
2 1.8 0.0045 0.036 0.0012 ① 14.40 0.024580
3 2.4 0.0060 0.042 0.0015 ① 16.80 0.028731
4 4.2 0.0105 0.052 0.0020 ① 20.80 0.035673
5 8.4 0.0210 0.071 0.0038 ② 28.40 0.049229
6 5.4 0.0135 0.089 0.0059 ② 35.60 0.062288
7 2.4 0.0060 0.095 0.0063 ③ 38.00 0.066461
8 5.4 0.0135 0.100 0.0065 ③ 40.00 0.069904
9 18.0 0.0450 0.133 0.0078 ③ 53.20 0.092551

10 7.8 0.0195 0.169 0.0090 ③ 67.60 0.117152
11 20.4 0.0510 0.208 0.0101 ③ 83.20 0.143723
12 41.4 0.1035 0.307 0.0126 ③ 122.80 0.210944
13 14.4 0.0360 0.391 0.0143 ③ 156.40 0.267818
14 24.0 0.0600 0.441 0.0152 ③ 176.40 0.301624
15 26.4 0.0660 0.512 0.0165 ③ 204.80 0.349582
16 53.4 0.1335 0.635 0.0185 ③ 254.00 0.432566
17 43.2 0.1080 0.787 0.0206 ③ 314.80 0.534985
18 48.0 0.1200 0.926 0.0224 ③ 370.40 0.628554
19 56.4 0.1410 1.087 0.0244 ③ 434.80 0.736848
20 60.0 0.1500 1.267 0.0263 ③ 506.80 0.857840
21 49.8 0.1245 1.432 0.0280 ③ 572.80 0.968688
22 18.6 0.0465 1.517 0.0289 ③ 606.80 1.025772
23 27.6 0.0690 1.560 0.0293 ③ 624.00 1.054645
24 18.6 0.0465 1.602 0.0297 ③ 640.80 1.082844
25 4.8 0.0120 1.601 0.0297 ③ 640.40 1.082173
26 4.8 0.0120 1.575 0.0294 ③ 630.00 1.064717
27 18.0 0.0450 1.574 0.0294 ③ 629.60 1.064045
28 18.0 0.0450 1.597 0.0296 ③ 638.80 1.079487
29 10.8 0.0270 1.607 0.0297 ③ 642.80 1.086201
30 27.0 0.0675 1.633 0.0300 ③ 653.20 1.103656
31 18.0 0.0450 1.672 0.0303 ③ 668.80 1.129837
32 7.2 0.0180 1.674 0.0304 ③ 669.60 1.131179
33 6.6 0.0165 1.654 0.0302 ③ 661.60 1.117754
34 3.6 0.0090 1.628 0.0299 ③ 651.20 1.100299
35 22.8 0.0570 1.633 0.0300 ③ 653.20 1.103656
36 13.2 0.0330 1.655 0.0302 ③ 662.00 1.118425
37 7.2 0.0180 1.648 0.0301 ③ 659.20 1.113726
38 14.4 0.0360 1.643 0.0301 ③ 657.20 1.110369
39 10.2 0.0255 1.644 0.0301 ③ 657.60 1.111041
40 52.8 0.1320 1.717 0.0308 ③ 686.80 1.160043
41 59.4 0.1485 1.880 0.0322 ③ 752.00 1.269433

42 15.0 0.0375 1.971 0.0330 ③ 788.40 1.330490
43 0.6 0.0015 1.951 0.0328 ③ 780.40 1.317071
44 0.6 0.0015 1.904 0.0324 ③ 761.60 1.285537
45 0.0 0.0000 1.857 0.0320 ③ 742.80 1.253999
46 0.0 0.0000 1.809 0.0316 ③ 723.60 1.221788
47 0.0 0.0000 1.762 0.0312 ③ 704.80 1.190246
48 0.0 0.0000 1.715 0.0307 ③ 686.00 1.158700

0.1500 1.971 0.0330最大値

1.159088

1.222001

1.285762
1.317010

1.253880

1.190212

1.330234

1.159709

1.110608
1.113742

1.111047

1.269541

1.118677

1.100330

1.130997
1.129927

1.118071

1.103367

1.103716

1.079622

1.064494
1.082406

1.063783

1.085846

1.083105

1.026145

0.857985
0.736613

0.968743

1.054645

0.628348

0.432834

0.301515
0.268139

0.349376

0.534851

0.210860

0.117032

0.069956
0.066129

0.092679

0.143431

0.062688

0.035519

0.024645
0.011250

0.028670

0.049410

－

Φ(t)　＝ ＋

【左辺】
Qin(t-1,t)-Qout(t-1)+Φ(t-1)

Qin(t-1,t)　＝ Qin(t-1)　＋Qin(t)
2

 

 

＜計算例＞ 

開発等の全体面積Ａ 10000m2  、雨水浸透阻害行為面積Ａ１ 10000m2 

許容放流量Ｑ   0.0333m3/s  、行為後の平均流出係数 f2 0.9 

★判定 

Qout(max) 0.0330m3/s ≦ 許容放流量 Q 0.0333m3/s … ＯＫ 

Hmax          1.971m  ≦  池高 H    2.000m   … ＯＫ   
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収束計算１

ha

m3 m

m m

m2

計算時間間隔：10分ごと(600秒) 式(3)の収束判定条件：

のとき

(1)流入量の算出 mm/hr

= m3/s

(2)調節池水位及び放流量の算出

における流入量、貯留量、放流量

m3/s m3/s

m3 m

式(3)の左辺

収束計算１回目 と仮定

式(3)の右辺=

m3

= m3/s
左辺と右辺の差：

収束計算２回目 と仮定

式(3)の右辺=

m3

= m3/s
左辺と右辺の差：

:
:

収束計算k回目 と仮定

式(3)の右辺=

m3

= m3/s
左辺と右辺の差：

のとき

(1)流入量の算出 mm/hr

= m3/s

(2)調節池水位及び放流量の算出

における流入量、貯留量、放流量

m3/s m3/s

m3 m

式(3)の左辺

収束計算１回目 と仮定

式(3)の右辺=

m3

= m3/s
左辺と右辺の差：

収束計算２回目 と仮定

式(3)の右辺=

m3

= m3/s
左辺と右辺の差：

:
:

収束計算k回目 と仮定

式(3)の右辺=

m3

= m3/s
左辺と右辺の差：

全容量

流域条件

調節池条件

計算条件

流出係数f2

池高H

0.050

0.9 流域面積A 1.000

断面積a 0.0089

流量定数C'

t= 1

2.00

800.0 放流管の径D

幅b 0.178

1.8

流量定数C 0.6

0.0004

9.0

Qin(1)= 1/360 × 0.9

r(1)=

0.0225

前時刻t= 0

Φ(0)=

× 9.0 × 1.000

0.0000

V(0)= 0.0000 H(0)= 0.000

Qin(0)= 0.0000 Qout(0)= 0.0000

= 0.01125 - 0.0000 + 0.0000 = 0.01125

H(1)= 0.0000 H≦1.2DよりQout計算式①を使用

0.00000

V(1)=

Qout(1)=

0.0000

1.8 × 0.0000  

H(1)= 0.5000 H≧1.8DよりQout計算式③を使用

0.0089√ ×
3/2 

  0.0000

③ - -

H Q

① - -

0.34148 ① - -

③

H Q

×√(2･g・( 0.5000 -

V(0)= 200.0000  

Qout(0)= 0.6 ×  0.000 /2)) 0.0163

0.01125 > 0.0004 NG

- -

0.0089

0.33023 > 0.0004 NG

H Q

0.01152 ① - -

H(1)= 0.0170 H≦1.2DよりQout計算式①を使用

V(1)= 6.8000 3/2 ③ - -

Qout(1)= 1.8 × √ 0.0089 × 0.0170    0.0004

0.00027 ≦ 0.0004 OK

t= 2

r(2)= 1.8

× 1.000Qin(2)= 1/360 × 0.9 0.0045

前時刻t= 1

Qin(1)= 0.0225 Qout(1)= 0.0004 Φ(1)=

× 1.8

0.0115

V(1)= 6.8000 H(1)= 0.017

= 0.0135 - 0.0004 + 0.0115 = 0.02465

H Q

0.01152 ① - -

H(2)= 0.0170 H≦1.2DよりQout計算式①を使用

V(2)= 6.8000 3/2 ③ - -

Qout(2)= 1.8 × √ 0.0089 × 0.0170    0.0004

0.01312 > 0.0004 NG

H Q

0.35296 ① - -

H(2)= 0.5170 H≧1.8DよりQout計算式③を使用

V(2)= 206.8000  ③ - -

Qout(2)= 0.6 ×  0.0089 ×√(2･g・( 0.5170 - 0.000 /2)) 0.0166

0.32831 > 0.0004 NG

H Q

0.02458 ① - -

H(2)= 0.0360 H≦1.2DよりQout計算式①を使用

V(2)= 14.4000 3/2 ③ - -

Qout(2)= 1.8 × √ 0.0089 × 0.0360  

6.5E-05

  0.0012

≦ 0.0004 OK  
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収束計算２

ha

m3 m

m m

m2

計算時間間隔：10分ごと(600秒) 式(3)の収束判定条件：

のとき

(1)流入量の算出 mm/hr

= m3/s

(2)調節池水位及び放流量の算出

における流入量、貯留量、放流量

m3/s m3/s

m3 m

式(3)の左辺

収束計算１回目 と仮定

式(3)の右辺=

m3

= m3/s
左辺と右辺の差：

収束計算２回目 と仮定

式(3)の右辺=

m3

= m3/s
左辺と右辺の差：

:
:

収束計算k回目 と仮定

式(3)の右辺=

m3

= m3/s
左辺と右辺の差：

のとき

(1)流入量の算出 mm/hr

= m3/s

(2)調節池水位及び放流量の算出

における流入量、貯留量、放流量

m3/s m3/s

m3 m

式(3)の左辺

収束計算１回目 と仮定

式(3)の右辺=

m3

= m3/s
左辺と右辺の差：

収束計算２回目 と仮定

式(3)の右辺=

m3

= m3/s
左辺と右辺の差：

:
:

収束計算k回目 と仮定

式(3)の右辺=

m3

= m3/s
左辺と右辺の差：

1.000

調節池条件 全容量 800.0 放流管の径D 0.050

流域条件 流出係数f2 0.9 流域面積A

流量定数C' 1.8

池高H 2.00 幅b 0.178 流量定数C 0.6

断面積a 0.0089

計算条件 0.0004

t= 6

r(6)= 5.4

× 1.000Qin(6)= 1/360 × 0.9 0.0135

前時刻t= 5

Qin(5)= 0.0210 Qout(5)= 0.0038 Φ(5)=

× 5.4

0.0492

V(5)= 28.4000 H(5)= 0.071

= 0.01725 - 0.0038 + 0.0492 = 0.06268

H Q

0.04923 ① 0.06 0.0025

H(6)= 0.0710 1.2D<H<1.8DよりQout計算式②を使用

V(6)= 28.4000 　 ③ 0.09 0.0060

Qout(6)=  　   　 　 　 　 　 0.0038

0.01345 > 0.0004 NG

H Q

0.38940 ① - -

H(6)= 0.5710 H≧1.8DよりQout計算式③を使用

V(0)= 228.4000  ③ - -

Qout(0)= 0.6 ×  0.0089 ×√(2･g・( 0.5710 - 0.000 /2)) 0.0175

0.32672 > 0.0004 NG

H Q

0.06229 ① 0.06 0.0025

H(6)= 0.0890 1.2D<H<1.8DよりQout計算式②を使用

V(6)= 35.6000 　 ③ 0.09 0.0060

Qout(6)=  　   　 　 　 　 　 0.0059

0.00039 ≦ 0.0004 OK

t= 7

r(7)= 2.4

× 1.000Qin(7)= 1/360 × 0.9 0.006

前時刻t= 6

Qin(6)= 0.0135 Qout(6)= 0.0059 Φ(6)=

× 2.4

0.0623

V(6)= 35.6000 H(6)= 0.089

= 0.00975 - 0.0059 + 0.0623 = 0.06613

H Q

0.06229 ① 0.06 0.0025

H(7)= 0.0890 1.2D<H<1.8DよりQout計算式②を使用

V(7)= 35.6000 　 ③ 0.09 0.0060

Qout(7)=  　   　 　 　 　 　 0.0059

0.00384 > 0.0004 NG

H Q

0.40154 ① - -

H(7)= 0.5890 H≧1.8DよりQout計算式③を使用

V(7)= 235.6000  ③ - -

Qout(7)= 0.6 ×  0.0089 ×√(2･g・( 0.5890 - 0.000 /2)) 0.0178

0.33542 > 0.0004 NG

H Q

0.06646 ① - -

H(7)= 0.0950 H≧1.8DよりQout計算式③を使用

V(7)= 38.0000  ③ - -

Qout(7)= 0.6 ×  0.0089 ×√(2･g・( 0.0950 - 0.006 /2)) 0.0063

0.00033 ≦ 0.0004 OK  
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収束計算３

ha

m3 m

m m

m2

計算時間間隔：10分ごと(600秒) 式(3)の収束判定条件：

のとき

(1)流入量の算出 mm/hr

= m3/s

(2)調節池水位及び放流量の算出

における流入量、貯留量、放流量

m3/s m3/s

m3 m

式(3)の左辺

収束計算１回目 と仮定

式(3)の右辺=

m3

= m3/s
左辺と右辺の差：

収束計算２回目 と仮定

式(3)の右辺=

m3

= m3/s
左辺と右辺の差：

:
:

収束計算k回目 と仮定

式(3)の右辺=

m3

= m3/s
左辺と右辺の差：

のとき

(1)流入量の算出 mm/hr

= m3/s

(2)調節池水位及び放流量の算出

における流入量、貯留量、放流量

m3/s m3/s

m3 m

式(3)の左辺

収束計算１回目 と仮定

式(3)の右辺=

m3

= m3/s
左辺と右辺の差：

収束計算２回目 と仮定

式(3)の右辺=

m3

= m3/s
左辺と右辺の差：

:
:

収束計算k回目 と仮定

式(3)の右辺=

m3

= m3/s
左辺と右辺の差：

1.000

調節池条件 全容量 800.0 放流管の径D 0.050

流域条件 流出係数f2 0.9 流域面積A

流量定数C' 1.8

池高H 2.00 幅b 0.178 流量定数C 0.6

断面積a 0.0089

計算条件 0.0004

t= 41

r(41)= 59.4

× 1.000Qin(41)= 1/360 × 0.9 0.1485

前時刻t= 40

Qin(40)= 0.1320 Qout(40)= 0.0308 Φ(40)=

× 59.4

1.1600

V(40)= 686.8000 H(40)= 1.717

= 0.14025 - 0.0308 + 1.1600 = 1.26949

H Q

1.16004 ① - -

H(41)= 1.7170 H≧1.8DよりQout計算式③を使用

V(41)= 686.8000  ③ - -

Qout(41)= 0.6 ×  0.0089 ×√(2･g・( 1.7170 - 0.050 /2)) 0.0308

0.10945 > 0.0004 NG

H Q

1.49550 ① - -

H(41)= 2.2170 H≧1.8DよりQout計算式③を使用

V(41)= 886.8000  ③ - -

Qout(41)= 0.6 ×  0.0089 ×√(2･g・( 2.2170 - 0.000 /2)) 0.0350

0.22601 > 0.0004 NG

H Q

1.26943 ① - -

H(41)= 1.8800 H≧1.8DよりQout計算式③を使用

V(41)= 752.0000  ③ - -

Qout(41)= 0.6 ×  0.0089 ×√(2･g・( 1.8800 - 0.031 /2)) 0.0322

6E-05 ≦ 0.0004 OK

t= 42

r(42)= 15.0

× 1.000Qin(42)= 1/360 × 0.9 0.0375

前時刻t= 41

Qin(41)= 0.1485 Qout(41)= 0.0322 Φ(41)=

× 15.0

1.2694

V(41)= 752.0000 H(41)= 1.880

= 0.093 - 0.0322 + 1.2694 = 1.33023

H Q

1.26943 ① - -

H(42)= 1.8800 H≧1.8DよりQout計算式③を使用

V(42)= 752.0000  ③ - -

Qout(42)= 0.6 ×  0.0089 ×√(2･g・( 1.8800 - 0.000 /2)) 0.0322

0.0608 > 0.0004 NG

H Q

1.60481 ① - -

H(42)= 2.3800 H≧1.8DよりQout計算式③を使用

V(42)= 952.0000  ③ - -

Qout(42)= 0.6 ×  0.0089 ×√(2･g・( 2.3800 - 0.000 /2)) 0.0363

0.27457 > 0.0004 NG

H Q

1.33049 ① - -

H(42)= 1.9710 H≧1.8DよりQout計算式③を使用

V(42)= 788.4000  ③ - -

Qout(42)= 0.6 ×  0.0089 ×√(2･g・( 1.9710 - 0.032 /2)) 0.0330

0.00026 ≦ 0.0004 OK
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表－７ 調節池容量Ｖ(m3/ha)の仮定の際の目安値 

開発行為面積 

＜1.0ha 

行為後流出係数 

0.20 0.30 0.40 0.50 0.60 0.70 0.80 0.90 0.95 1.00 

許
容
放
流
比
流
量 

0.0333 10 90 170 250 350 470 630 780 860 930 

0.0360 0 70 150 230 330 420 580 730 820 880 

0.0380 0 60 140 220 310 410 550 700 780 860 

0.0400 0 60 130 210 300 400 500 660 750 820 

0.0450 － 40 110 200 280 370 460 600 670 760 

0.0500 － 10 80 160 240 320 410 510 560 620 

0.0550 － － 70 140 220 300 390 460 530 560 

0.0600 － － 30 110 180 270 360 440 490 540 

0.0650 － － 10 90 170 240 320 410 450 500 

0.0700 － － － 70 150 220 310 390 430 470 

註： ①許容放流比流量の単位は m3/s/ha 

 ②計算方法は、調整池容量計算システムによる 

 ③行為面積は 0.1ha または 1.0ha として試算、調節池高は 1.0m と仮定 

 

④降雨は八尾実績降雨の最大６０分雨量が大阪府の計画雨量 

    (河内地区・１０年確率)の最大６０分雨量となる比率で 

     全体を縮小した降雨 
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第 3章 構造 

3-1 貯留型施設の構造 

 

 

 

(解説) 

(1) 貯留型施設の構造型式は、一般に下記のような分類が考えられる。 

地表面貯留(浅い堀込、小堤) 

雨水貯留施設 

地下貯留 

(2) 貯留型施設は、一般に小堤・小堀込式の貯留形式となることが多い。したがって、集

水、排水が、円滑となるよう貯留部の敷高、構造等配慮し、放流先となる河川、下水道、

水路などと整合を図らなければならない。また、施設が破損される事がないように適切

な位置・構造とする。 

(3) 雨水貯留施設は、公共・公益施設用地等を利用して設置することから、公共・公益施

設本来の利用に著しい支障のない貯留面積及び水深でなければならない。 

なお、貯留水深は表－８を標準とするが、安全対策を十分に講ずるとともに、維持管

理に支障がない場合は、その値を増加することができるものとする。 

 

 

土地利用 貯留場所 貯留限界水深(m) 

集合住宅 棟間緑地 0.3 

駐車場 駐車ます 0.1 

小学校 屋外運動場 0.3 

中学校 〃 0.3 

児童公園 築山を除く広場 0.2 

近隣･地区公園 運動施設用地広場など 
0.3 

*0.5 

     注)＊：近隣･地区公園の場合は、安全対策を考慮し、貯留水深を 0.5m とする場合もある。 

 

貯留型施設は、土地利用、安全性、維持管理等を総合的に勘案し、流出抑制機能が効

果的に発揮できる構造とする。 

表－８ 貯留限界水深 
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3-2 小堤・小堀込式貯留施設の構造型式 

 

 

 

(解説) 

施設の設置にあたっては、本来の利用機能を念頭に、以下の事項を配慮する。 

貯留式の利用において、排水性の良・不良は、冠水頻度や湛水時間ばかりでなく、池底面

の整生状態、排水勾配、土壌の浸透性等に左右される。このため、底面の処理および排水施

設は慎重に設計する。 

図－４は、施設の類型化を示すもので、これ等はすべて自然放流方式であり①は貯留施設

として最も単純な型である。これに対し、②は排水を速やかにし、冠水頻度を少なくし、こ

の側溝型が標準タイプとして有効である。③は公園貯留などの貯留可能面積の広いところに

用いられる。④は②の積極的な改善をはかったもので、浸透および貯留の増加が図れる。⑤

は②と同様のものであるが、流入量のベースをカットし、施設の効率化を狙ったものであり、

初期汚濁の流入防止にも有効であるが、実際には地形的な制約を受けることになる。 

 

 

 

図－４ 小堤・小堀込式貯留施設の類型化 

小堤・小堀込式貯留施設は、本来の利用目的を有する土地に設ける場合がほとんどで

あり、排水を速やかにし冠水頻度を少なくするよう配慮する。 

放流孔放流孔

越流堰越流堰

① ② 側溝型 

③ 二段式 ④ 貯留・浸透併用型 

⑤ 横越流式(ベースカット) 

材料置換 透水管材料置換 透水管材料置換 透水管
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3-3 小堤・小堀込式貯留施設の構造安定 

 

 

 

(解説) 

(1) 貯留池を形成する周囲小堤等は、平常時の利用に支障のない構造とする。貯留可能水

深は、貯留場所の利用形態により変化するが、一般に 0.3m 程度の浅いものとする。このた

め、貯留池の構造は、土地利用機能、景観、地形などにより、盛土、コンクリート、擁壁お

よび石積み型式等を用いることとする。 

 

(2) 貯留池の構造が土構造となる場合は、小堤および小堀込式とも法面の勾配は 1：2を標

準とし、天端には 1.0m 以上の平場を確保する。この場合、特に法面の安定についての規定

はないが、土質により法面の浸食のおそれのある場合は、芝張りなどにより法面処理を施す

ものとする。また、天端の幅 1.0m は、盛土の安定と貯留時の通路機能を配慮したものであ

るが、植栽を行う場合は 1.5m 以上の幅を確保するものとする。 

 

 

 

 

 

 

(3) コンクリート擁壁や石積み型式の構造を用いる場合は、安全性、本来の土地利用、景

観を考慮するとともに、貯留時の通路も別途配慮するものとする。 コンクリート擁壁の例

を図―６に示す。 

小堤・小堀込式貯留施設は、法面の安定、構造物の安全性等を確保するため、設置場

所の状況に応じ、適切な構造を設定するものとする。 

小堀込式 盛土小堤 

図－５  貯留部周囲堤の概念 

1.0～1.5m

1:2
1:21:

2

1.0～1.5m

1.0～1.5m

1:2

1.0～1.5m1.0～1.5m

1:2
1:21:

2

1.0～1.5m

1:21:
2

1.0～1.5m1.0～1.5m
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図－６ 周囲堤としてのコンクリート壁と石積の構造例 
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3-4 堀込式貯留施設 

 

 

 

 

 

(解説) 

堀込式貯留施設はダム式に比べ施設の安全性が高いことから、望ましい構造型式である。し

かし寝屋川流域の地形は低平地が多く、地下水位も GL―1.0m より高くなる地域も見られるた

め、湛水深に著しい制約を受ける。また、流入および放流先水路の敷高からも湛水深に制約

を受ける。このため、貯留施設の用地としては広い面積が必要となる。 

地下水位が高い場合の対策として、矢板防水シート等による遮水(図－７参照)が考えられる

が、工事費がかかり経済性の面で問題となる場合が多い。 

 

 

 

このため、一般に地下水位の高い低平地において堀込式貯留施設を計画する場合には、事

前に地下水位等の調査を行い、貯留可能水深を概略把握しておくこととする。 

 

3-5 地下式貯留施設 

 

 

 

 

(解説) 

地下式の利点は、土地の有効利用が可能となる点であるが、既成市街地では自然排水可能

な貯留水深で必要貯留量全量を確保することが困難な場合には深い貯留槽にした雨水を放流

先水路へ、強制排水(ポンプ排水)することする。 

この場合には、①予備のポンプも含めて 2 台以上のポンプを設置する、②人的な操作が困

難な場合には、ポンプ運転は自動運転とするなどの配慮が必要である。 

 

堀込式貯留施設は、主として平坦地を掘込んで雨水を貯留する型式であるため、貯留

水深は、流入水路および放流先水路の高さから制約を受ける場合が多く、地下水位の高

い地域においては、さらに制約を受ける。そのため、事前に行う基礎調査をもとに、貯

留可能な水深を設定するものとする。 

主として既成市街地(密集)に設けられる場合が多く、地下に貯留槽を埋没し、地上を

駐車場、道路、公園、緑地、グラウンド、等として多目的に利用することが出来るが、

排水方式がポンプ排水となる場合がある。 

不透水層

地下水位

遮水矢板

不透水層

地下水位

遮水矢板

地下水位

防水シート

防水シートを使用しないで鉄筋コンクリートで防水する
案もある。

コンクリートブロック

地下水位

防水シート

防水シートを使用しないで鉄筋コンクリートで防水する
案もある。
防水シートを使用しないで鉄筋コンクリートで防水する
案もある。

コンクリートブロック

遮水矢板案 防水シート案 

図－７ 掘込式貯留施設の地下水対策の例 
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3-6 小規模開発の貯留施設 

 

 

 

(解説) 

小規模開発においては用地上制約を受ける場合が多く、また地下式貯留により難しい場合

は、各種の方法を組み合わせる必要がある。 

 

3-7 放流施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(解説) 

(1) 放流施設は、出水時に雨水を調節して放流するための施設である。放流管はできるだけ

短くする工夫が必要である。湾曲させる必要がある場合でも角度はできるだけ小さくしなけ

ればならない。 

 

(2) 放流施設は、土砂や塵茶等が流入することによって放流能力の低下、放流孔の閉塞、あ

るいは損傷の生じないような構造とする必要がある。このため、放流施設には土砂だめ、ち

りよけスクリーン等を備えたものとする。放流孔の断面は比較的小さい口径となることが予

想されるので、スクリーンの構造はその施設の条件に応じ、維持管理等も配慮の上設定する

ものとする。なお、地下貯留方式を採用する場合等でポンプ等により強制排水する場合は、

その施設が有効に作動するような構造とする。 

 

小規模開発等の公共スペースの少ない場合には、駐車場、道路、側溝、各戸貯留、地

下貯留及び浸透施設など各種の方法を組み合わせて、貯留量を確保するように努める。 

放流施設は、放流管設計流量を安全に処理できるものとし、自然放流方式の場合は次

の各号の条件を満たす構造とする。 

(1) 流入部は土砂が直接流入しない配置、構造とし、流木、塵茶等によって閉塞しな

いように考慮しなければならない。 

(2) 放流管は、放流管設計流量に対して、原則としてのみ口部を除き自由水面を有す

る流れとなる構造とする。 

(3) 流域貯留施設には、底面芝地への冠水頻度の減少、排水を速やかにするため側溝

等の排水設備を設けるものとする。 
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3-8 余水吐と天端高 

 

 

 

 

 

 

(解説) 

小規模な貯留施設においては、余水吐の越流水深は 0.1m を標準とし、大規模な貯留施設で

は越流水深を計算の上必要な余裕高を加えた天端高を設計する。 

なお、余水吐を必要としない場合にはこの限りではない。 

 

3-9 浸透型施設の設置 

 

 

 

(解説) 

(1) 浸透型施設の構造形式は、一般に以下のような分類が考えられる。 

 

浸透法(浸透トレンチ、浸透側溝、 

浸透施設―浸透型       浸透桝、浸透池、透水性舗装) 

井戸法(乾式井、湿式井) 

 

(2) 浸透型施設の構造形式は、土地利用形態および地盤の浸透能力に応じて効果的に各種の

構造形式を組み合わせることとする。 

 

(3) 浸透施設は下記の区域については設置しないようにする。 

  ・急傾斜地崩壊危険区域、地すべり防止区域 

  ・地下へ雨水を浸透させることによって法面の安全が損なわれる恐れのある地域 

  ・地下へ雨水を浸透させることによって他の場所の居住及び自然環境を害する恐れの

ある地域 

地下式を除いた貯留施設については、原則として計画降雨以上の降雨時における安全

性を配慮し、余水吐を設けるものとする。 

余水吐は、自由越流式とし、土地利用、周辺の地形等を考慮し、安全な構造となるよ

う設定する。 

また、天端高は越流時の水深を最大貯留水位に加えた高さとする。 

浸透型施設は、設置場所の本来の土地利用、安全性、維持管理等を総合的に勘案し、

流出抑制機能が効果的に発揮できる構造とする。 
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3-10 浸透施設の構造 

 

 

 

(解説) 

(1) 浸透機能を効果的に発揮するため、次の点に留意する必要がある。 

① 浸透施設内に有効な水頭が得られる構造とすること。 

② 浸透施設は、対象地区に均等に分散して配慮すること。 

 

(2) 浸透機能を長期的に維持するために、次の点に留意する。 

① 土砂が多量に流入すると予想される地区に設置する浸透施設には、泥だめ桝等の施設に

より前処理を行う。 

② 浸透施設内に対し、土砂等の流入を防ぐために、充填材上面に透明シート、ネットスク

リーンを設置するなどの措置を講ずること。なお、浸透桝底面のネットスクリーンは取り外

し可能な構造とすること。 

 

(3) 各種浸透施設の構造は、表－９の通りである。また、設計にあたっての留意事項をまと

めると下記の通りである。 

1) 浸透桝 

浸透桝の構造において下部構造は、宅地桝、U 型桝、街渠桝のいずれも共通である。上部構造

は、その集水目的によって選択する。上部構造の桝の材料は、コンクリートブロック、現場

打コンクリート、塩化ビニール製とする。 

また、浸透桝は、浸透トレンチ、浸透側溝などと組み合わせて使用し、これらの施設の浸透

機能の確保や保全が最大発揮できるように泥だめの機能を十分にもち、清掃等維持管理のし

やすい構造とする。 

2) 浸透トレンチ 

浸透トレンチはもっとも代表的施設である。トレンチの幅(掘削幅)は、小型掘削機のバケッ

ト幅によって決めることが効率的である。 

また、透水管は、透水性のコンクリート管、有孔管を用いるが、有孔管の設計は下記のよう

に行うものとする。 

① 初期降雨の濁水を下流の桝へ流化させるため、有孔管を用いる場合、その底部には、孔

を開けない。 

② 浸透トレンチの土被りは設置場所により 15㎝以上の適切な値をとる。 

③ 浸透管の孔径は、φ100～φ200 の範囲で、一般の下水管渠の設計同様の通水機能も配慮

することが望ましい。 

④ 透水管の継ぎ方は、空継ぎとする。 

浸透型施設は、その機能を長期的に維持するため、土砂等の流入による目づまり及び

堆積に対し十分に配慮する。 
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砕石上面には、土砂の進入防止のため透水性シートを敷くこととし、埋戻し土の厚さは、芝

等への影響を避けるために必要な厚さとする。(事例では、150 ㎜としているところがある。) 

3) 浸透側溝 

浸透側溝の浸透機能は浸透トレンチと変わらないもので、浸透側溝の中空は貯留量として計

算できる他、住棟からの縦樋を自由に接続できる等の利点が考えられる。 

接続桝の末端の越流堰は、浸透側溝内に雨水を貯留させる効果と側溝内の水頭を高くし、浸

透能力を高める効果を有する。 

越流堰は、降雨時に側溝から雨水が溢流しないよう越流水深(H)をとる。(図－８) 

屋根排水や路面排水が直接流入する場所では、目詰りを起こしやすい。このため、その地区

の状況に応じて泥だまり桝を設ける。(図－９) 

 

(4) 透水性舗装 

① 透水性舗装ハンドブックによれば、透水性舗装の適用範囲は歩道を中心に生活道路等の

軽交通を許す車道及び駐車場等の構内舗装としている。本基準もこれに準じて、適用範囲を

比較的、目詰りの少ないと考えられる歩道や駐車場とする。 

② 透水性舗装は、舗装体の貯留機能と路床からの雨水の浸透機能を有している。 

また、舗装体の貯留量は、舗装材料のもつ空隙率はより算出する。舗装材料の空隙率は、締

固め度等、施工条件によって異なるが、クラシャーランで 6～18%、透水性アスファルト 10～

20%、透水性コンクリート約 25%としている。本基準では、目詰りによる空隙率の低下を考慮

して低めの値をとり、表－１０のとおりとした。 

表－１０ 目詰りを考慮した空隙率 

材    料 空隙率(％) 

砂 25 

クラシャーラン路盤 10 

透水性アスファルト 10 

透水性コンクリート 25 

 

③ 透水性舗装の構造は、路床の設計 CBR 等通常の設計条件の他の舗装体に負荷される設計

貯留量によって設計する。 

）

設計水頭

浸透側溝

（浸透桝）

越流堰

）））

設計水頭

浸透側溝

（浸透桝）

越流堰 雨桝雨桝

図－９ 泥だまり(浸透桝)を 

   手前に設置した場合 

図－８ 
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表－９ 浸透施設の構造 

概        要 構        造 

浸 

透 

桝 

1) 浸透桝は、底部をモルタルなどで密封せ

ず、底面部を砂、砕石の順に充填した構造

である。 

2) 桝の上部構造は、その集水目的に応じて、

宅地桝、U 型桝、街渠桝棟の通常の側塊及

び桝蓋を使用する。 

 

浸 

透 

ト 

レ 

ン 

チ 

 浸透トレンチは、主として建物廻り緑地、

広場等で浸透桝と組み合わせて設置し、構造

は、原則として下記による。 

1) トレンチは、幅 W=600 ㎜、深さ 600～700

㎜を標準とする。 

2) トレンチ内には、接続された桝からの流入

水を均一に分散させるため、充填された砕

石中に透水管を布設する。その透水管径は、

φ100～φ200 を標準とする。 

3) 砕石上面には透水シートを敷き、普通土で

埋める。 

 

 

浸 

透 

側 

溝 

浸透側溝の構造は、原則として下記による。 

1) 側溝の底面に敷砂を厚さ 10 ㎝、砕石を 10

～30 ㎝充填した構造とする。なお、側溝の

側面に巻厚 10 ㎝の砕石を施す。 

2) 側溝は、透水性のものを使用し、その幅は、

所要の浸透量、貯留量によって決め、150～

450 ㎜を標準とする。 

3) 側溝に段差が生じる場合、又は末端の接続

桝には、その手前に越流堰を設ける。 

4) 側溝は蓋掛けを原則とする。 

5) 屋根排水の取り付け口には状況に応じて

泥溜りを設ける。 

 

 

透 

水 

性 

舗 

装 

 透水性舗装は、原則として下記による。 

1) 透水性舗装は、歩道及び自動車の少ないア

プローチ、駐車場に用いるものとする。 

2) 表層、路盤の空隙は設計貯留量とすること

ができる。 

 

砕　石

）

（

砕

Φ+200

（宅地浸透桝）

Φ100～200
　有孔管

3
0
0

1
0
0

3
0
0
以
上

Φ300～500 ゴミ除去用ネット

砕　石

）））

（（（

砕

Φ+200

（宅地浸透桝）

Φ100～200
　有孔管

3
0
0

1
0
0

3
0
0
以
上

Φ300～500 ゴミ除去用ネット

透水シート

6
0
0
～

7
0
0 1

0
0
以
上

1
0
0

砕

単粒土
砕石

W

Φ100～200

透水シート

6
0
0
～

7
0
0 1

0
0
以
上

1
0
0

砕

単粒土
砕石

W

Φ100～200

透水性アスコン

路盤（Cー40）

フィルター層（砂）

透水性コンクリート

路盤（Cー40）

透水性アスコン

路盤（Cー40）

フィルター層（砂）

透水性コンクリート

路盤（Cー40）

透水シート

砕

1
0
0
～

3
0
0

1
0
0

1
0
0

100 100W=150～450

砕　石

透水シート

砕

1
0
0
～

3
0
0

1
0
0

1
0
0

100 100W=150～450

砕　石
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3-11 飽和透水係数の決定 

 

 

 

 

 

 

  

3-12 単位設計浸透量の算定 

 

 

 

 

(解説) 

単位設計浸透量とは、単位施設規模当たりの設計浸透量であり、次式で算定する。 

 

   Q = C×ｋ０×Kｆ 

ここで、 Q：単位設計浸透量（浸透施設１ｍ、１個あるいは１㎡当りの㎥/hr） 

     C：影響係数（0.81） 

     ｋ０：飽和透水係数（m/hr） 

     Kｆ：比浸透量（㎡） 

なお、上式の影響係数、飽和透水係数および比浸透量の設定及び算定方法は以下のとお

りである。 

 (1) 影響係数 

   影響係数とは、浸透量の低下を考慮する際の安全係数であり、主要な因子は、地下水位、

目づまり、前期降雨、注入水温などがある。ただし、前期降雨および注入温水は浸透量と

の明確な関係が確認されないことから、これらに関する補正は行わないこととし、地下水

位および目づまりによる浸透量の低下それぞれ１０％見込み、影響係数を 0.81 とした。 

     

地下水位の影響による低減係数 C１＝0.90 

    目づまりの影響による低減係数 C２＝0.90 

    影響係数＝C1×C2＝0.90×0.90＝0.81 

 

 

 

 

浸透施設の飽和透水係数は下記に示す係数を標準とする。 

透水能(cm/sec) = 3.0×10-4 

ただし、開発区域内に置いて、地盤の浸透量を示す十分なデータがすでにあり、開発区 

域内の地盤がその地盤と同一の地形や地質であることが確認された場合には、そのデー

タを地盤の浸透量として用いることができる。 

 

浸透マス、浸透トレンチなど個々の浸透施設の単位設計浸透量（浸透施設１ｍ、１個

あるいは１㎡当りの㎥／hr）を算定する。単位設計浸透量は施設別基準浸透量に各種影

響係数を乗じて算定する。 
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    (2) 飽和透水係数 

    前述の地形分類別の飽和透水係数を単位換算（cm/sec→m/hr：×36 倍）したものに順

ずる。 

  

  (3) 比浸透量 

    比浸透量とは、浸透施設からの浸透量を飽和透水係数で割った値であり、土壌物性が

多少異なっても施設形状と湛水深が一致していればほぼ同一の値を示すものである。本

基準では浸透敵地の平均的な比浸透量算定式を用いることとする。ここで、「表 10 各種

浸透施設の比浸透量算定式」に比浸透量算定式を示す。 
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表10 各種浸透施設の比浸透量 

施設 円筒ます 正方形ます 浸透側溝及び浸透トレンチ 透水性舗装 

浸透面 側面及び底面 側面及び底面 側面及び底面 底面 

模式図 

 

         

  

 

 

 

 

 

 

 

 

算定式の

適用範囲

の目安 

設計水頭 約1.5m 約1.5m 約1.5m 約1.5m 

施設規模 0.3m≦直径≦1.0m 1.0m＜直径＜約10m 幅≦1.0m 1.0m＜幅≦10m 幅約1.5m 浸透池は底面積が約400㎡以上 

基本式 

K=aH2+bH+c K=aH+b K=aH2+bH+c K=aH+b K=aH+b K=aH+b 

H：設計水頭(m) H：設計水頭(m) H：設計水頭(m) H：設計水頭(m) H：設計水頭(m) H：設計水頭(m) 

D：施設直径(m) D：施設直径(m) W：施設幅(m) W：施設幅(m) W：施設幅(m)  

係数 

a 0.475D+0.945 6.244D+2.853 0.120W+0.985 -0.453W2+8.289W+0.753 3.093 0.014 

ｂ 6.07D+1.01 0.93D2+1.606D-0.773 7.837W+0.82 1.458W2+1.27W+0.362 1.34W+0.677 1.287 

c 2.570D-0.188 ― 2.858W-0.283 ― ― ― 

備考   比浸透量は単位長当たりの値 

比浸透量は単位面積当たりの値、

底面積の広い砕石空隙貯留浸透施

設も適用可能 
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第 4章 維持管理 

4-1 多目的利用 

 

 

 

 

 

(解説) 

雨水流出抑制施設の管理者は、他の目的で利用留場合の施設の管理者と維持管理につ

いて十分協議を行い、必要に応じ管理に関する協定を締結するなどして当該施設のすべ

ての利用目的が十分に達成されるよう努めなければならない。 

 

4-2 安全対策 

 

 

 

 

(解説) 

大規模な貯留施設においては、転落等による事故防止と機能維持のため、貯留型施設

周辺、とくに流入施設、放流施設付近には、フェンスの設置等を配慮しなければならな

い。 

また、貯留施設付近には、貯留施設の目的、機能、規模、注意事項などを記した説明

版を設けるなどして付近住民の理解と協力が得られるように心掛けるものとする。 

 

4-3 維持管理 

 

 

 

 

(解説) 

(1) 雨水流出抑制施設は、維持管理が適正に行われることによりその機能を発揮するも

のであるから、設置後の管理者を明確にしなければならない。 

(2) 貯留型施設の維持管理にあたっては、堤体の破損・排水不良、法面の崩壊、スクリ

ーンのごみ、池内の堆積ポンプ施設の点検等について適宜巡視を行うとともに、必要

に応じて草刈りや堆積土砂の搬出を実施するものとする。 

(3) 浸透型施設等は、堆積管理が適切に行われることによりその機能を発揮する。その

ため、ゴミ、枯れ葉、土砂等の堆積によって目詰まりを起こさないよう管理者は、維

持管理に努めなければならない。また、梅雨時期、台風シーズン、枯れ葉、芝刈りの

季節には特に注意する。 

(4) 透水性舗装については、施工場所、期間によって異なるが、目詰りにより浸透能力

低下が考えられる。従って、地区を選定し、浸透機能を回復させるため清掃を行う。 

清掃方法には、散水後ブラッシングを行い、さらに圧縮空気を吹き付ける方法等があ

る。(東京都透水性舗装調査研究(追跡調査)報告書) 

(5) 当該敷地が雨水流出の調節機能を有するのであることを明示する標識を設けるも

のとする。なお、設置位置は原則として当該敷地への出入口とする。 

雨水流出抑制施設を公園、駐車場等の他の利用目的を有する施設として利用する場合は、

この利用目的に支障のないよう配慮しながら、雨水流出抑制施設の所定の流出抑制機能を確

保できる構造・規模としなければならない。 

貯留型施設周辺には、事故防止のためフェンスを設けたり、施設の目的等を記した掲示板

を設置するなどの対策をとるものとする。 

完成後の雨水流出抑制施設の機能及び安全性を確保するため、維持管理を完全に行わなけ

ればならない。 
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第 5章 様式等 

  

◆１．法律の対象となる行為 → 【別記様式第一】を提出 

  

下記の行為に該当する場合には、【別記様式第一】を提出してください。 

雨水浸透阻害行為 

①-1 宅地等以外の土地において行う 0.1ha 以上の雨水浸透阻害行為 

（Ⅰ～Ⅳに該当するものは対象外） 

Ⅰ 主として農地又は林地を保全する目的で行う行為 

Ⅱ 既に舗装されている土地において行う行為 

Ⅲ 仮設の建築物等(建築物その他の工作物をいう。第１１条第２号及び第１４条第２号において同

じ。)の建築その他の土地を一時的な利用に供する目的で行う行為(当該利用に供された後に当該

行為前の土地利用に戻されることが確実な場合に限る。) 

Ⅳ 非常災害のために必要な応急措置として行う行為 

 

 

２．条例の対象となる行為 → 【第一号様式】を提出 

 

◆２－１．雨水浸透阻害行為 → 【第一号様式 雨水浸透阻害行為協議書】を提

出 

 

下記の行為に該当する場合には、【第一号様式 雨水浸透阻害行為協議書】を提出して

ください。 

雨水浸透阻害行為 

①-2 ①-1 に該当する行為であり、かつ対策工事後の当該土地から地下に浸透しないで他の土地へ流出

する雨水の量の最大値が、本基準（案）を上回るもの。 
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◆２－２．開発行為 → 【第一号様式 開発行為協議書】を提出 

 

下記の行為に該当する場合には、【第一号様式 開発行為協議書】を提出してください。 

開発行為 

② 市街化区域内において行う 0.05ha 以上の都市計画法第２９条の許可を必要とする開発行為 

③ 市街化調整区域内において行う都市計画法２９条の許可を必要とする開発行為 

④ 駅舎その他の鉄道の施設、社会福祉施設、医療施設、学校教育法による学校（大学、専修学校及び

各種学校を除く。）、公民館、変電所その他これらに類する都市計画法施行令第２１条で定める公

益上必要な建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為。 

⑤ 国、大阪府、大阪市等、地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に基づきこの節の規定によ

り大阪府知事の権限に属する事務の全部を処理することとされた市町村（以下この節において「事

務処理市町村」という。）、大阪府、大阪市等若しくは事務処理市町村がその組織に加わっている

一部事務組合、広域連合、全部事務組合、役場事務組合若しくは港務局又は大阪府、大阪市等若し

くは事務処理市町村が設置団体である地方開発事業団が行う開発行為 

⑥ 都市計画事業の施行として行う開発行為 

⑦ 土地区画整理事業の施行として行う開発行為 

⑧ 市街地再開発事業の施行として行う開発行為 

⑨ 住宅街区整備事業の施行として行う開発行為 

⑩ 防災街区整備事業の施行として行う開発行為 

⑪ 公有水面埋立法第２条第１項の免許を受けた埋立地であって、まだ同法第２２条第２項の告示がな

いものにおいて行う開発行為 

 (Ⅴ～Ⅶに該当するものは対象外) 

Ⅴ 雨水浸透阻害行為のうち雨水浸透阻害行為をしようとする土地の面積が 0.1ha 以上のもの 

Ⅵ  非常災害のため必要な応急措置として行う開発行為 

Ⅶ  通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で都市計画法施行令第２２条で定めるもの 
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別記様式第一（第六条関係） 

許可申請 
雨水浸透阻害行為    書 

協  議 

              第９条 
 特定都市河川浸水被害対策法   の規定により、雨水浸透阻害行為について 

第 14条  
許可を申請         
     します。 

 協   議 
   年   月   日 
          殿 
                   住所 

氏名 

 
雨  
水 
浸 
透 
阻 
害 
行 
為 
等 
の 
概 
要 

１ 雨水浸透阻害行為の区域に含まれる地
域の名称 

 

２ 雨水浸透阻害行為区域の面積 平方メートル 

３ 雨水浸透阻害行為に関する工事の計画 
  の概要 

 

４ 対策工事の計画の概要 
 

 

５ 雨水浸透阻害行為に関する工事の着手
予定日 

年   月   日 

６ 雨水浸透阻害行為に関する工事の完了
予定日 

       年   月   日 

７ 対策工事の着手予定日        年   月   日 

８ 対策工事の完了予定日        年   月   日 

９ その他必要な事項 
 

※受  付  番  号         年   月   日     第      号 

※許可に付した条件 
 

※許   可   番   号         年   月   日     第      号 

     「許可申請 「第９条  「許可を申請 
備考 １  協  議」、 第 14条」、協   議」については、該当するものを○で囲むこと。 
   ２ 許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者

の氏名を記載すること。 
   ３ 許可申請者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う

場合においては、押印を省略することができる。 
   ４ ※印のある欄は記載しないこと。 
   ５ 雨水浸透阻害行為に関する工事の計画及び対策工事の計画については、概要の

記述の末尾に「（計画の詳細は、別葉の計画説明書及び計画図による。）」と記載し、
それぞれ計画説明書及び計画図を別葉とすること。 

   ６ 「その他必要な事項」の欄には、雨水浸透阻害行為を行うことについて、都市
計画法、農地法その他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の
状況を記載すること。 
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別記様式第二（第十六条関係） 

 

雨水浸透阻害行為に関する工事完了届出書 

 

                               年   月   日 

 

             殿 

 

                         届出者 住所 

                             氏名 

 

 特定都市河川浸水被害対策法第 17 条第１項の規定により、雨水浸透阻害行為に関する工

事（許可番号  年  月  日第  号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。 

 

記 

 

１ 雨水浸透阻害行為に関する工事の完了年月日       年  月  日 

 

２ 対策工事の完了年月日                 年  月  日 

 

３ 雨水浸透阻害行為に関する工事を完了した行為区域に含まれる地域の名称 

 

 

 

※受 付  番 号                 年   月   日    第      号 

※検 査 年 月 日         年   月   日 

※検  査  結  果         合       否 

※検査済証番号         年   月   日    第      号 

  
備考 １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の

氏名を記載すること。 
    ２ 届出者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場

合においては、押印を省略することができる。 
    ３ ※印のある欄は記載しないこと。 
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別記様式第三（第十六条関係） 

 

雨水浸透阻害行為に関する工事廃止届出書 

 

                               年   月   日 

 

             殿 

 

                          届出者 住所 

                              氏名 

 

 特定都市河川浸水被害対策法第 17 条第１項の規定により、雨水浸透阻害行為に関する工

事（許可番号  年  月  日第  号）を下記のとおり廃止しましたので届け出ます。 

 

記 

 

１ 雨水浸透阻害行為に関する工事廃止年月日       年  月  日 

 

２ 雨水浸透阻害行為に関する工事を廃止した行為区域に含まれる地域の名称 

 

 

 

 備考 １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の
氏名を記載すること。 

    ２ 届出者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場
合においては、押印を省略することができる。 
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別記様式第四（第十八条関係） 

 

裁  決  申  請  書 

 

                           裁決申請者 住所 

                                 氏名            

                           相 手 方 住所 

                                 氏名 

 

 特定都市河川浸水被害対策法第 17 条第７項の規定による協議が成立しないので、下記に

より、裁決を申請します。 

 

記 

 

１ 損失の事実 

 

２ 損失の補償の見積り及びその内容 

 

３ 協議の経過 

 

          年   月   日 

 

裁決申請者 住所 

   氏名 

 

            殿 

 
 備考 

１ 「損失の事実」については、発生の場所及び時期を併せて記載すること。 
  ２ 「損失の補償の見積り及びその内容」については、積算の基礎を明らかにするこ

と。 
３ 「協議の経過」については、経過の説明のほかに、協議が成立しない事情を明ら

かにすること。 
４ 裁決申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の

氏名を記載すること。 
５ 裁決申請者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場

合においては、押印を省略することができる。 
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別記様式第五（第十八条関係） 

 

裁  決  申  請  書 

 

                           裁決申請者 住所 

                                 氏名            

                           相 手 方 住所 

                                 氏名 

 

 特定都市河川浸水被害対策法第 24 条第２項において準用する同法第 17条第７項の規定

による協議が成立しないので、下記により、裁決を申請します。 

 

記 

 

１ 損失の事実 

 

２ 損失の補償の見積り及びその内容 

 

３ 協議の経過 

 

          年   月   日 

 

裁決申請者 住所 

      氏名 

 

            殿 

 

 備考 
 １ 「損失の事実」については、発生の場所及び時期を併せて記載すること。 

  ２ 「損失の補償の見積り及びその内容」については、積算の基礎を明らかにするこ
と。 

３ 「協議の経過」については、経過の説明のほかに、協議が成立しない事情を明ら
かにすること。 

４ 裁決申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の
氏名を記載すること。 

５ 裁決申請者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場
合においては、押印を省略することができる。 
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別記様式第六（第十九条関係） 

許可申請 
雨水貯留浸透施設機能阻害行為    書 

協  議 

              第  18   条   第   １   項 
 特定都市河川浸水被害対策法                    の 

第 18条第４項において準用する同法第 14 条  
                                   
規定により、雨水貯留浸透施設の機能を阻害するおそれのある行為について         
                                   
許可を申請 

します。 
協   議 
   年   月   日 
          殿 
                   住所 

                 氏名 

雨 
水 
貯 
留 
浸 
透 
施 
設 
の 
機 
能 
を 
阻 
害 
す 
る 
お 
そ 
れ 
の 
あ 
る 
行 
為 
の 
概 
要 

１ 雨水貯留浸透施設の名称及び雨水浸透
阻害行為に関する工事の検査済証番号 

 

２ 雨水貯留浸透施設の機能を阻害するお
それのある行為の種類 

 

３ 雨水貯留浸透施設の機能を阻害するお
それのある行為を行う地域の名称 

 

４ 雨水貯留浸透施設の機能を阻害するお
それのある行為の設計又は施行方法
（保全工事を行う場合には、保全工事
の設計又は施行方法を含む。）の概要 

 

 

５ 雨水貯留浸透施設の機能の保全上支障
がないことを明らかにする事項 

 
 

６ 雨水貯留浸透施設の機能を阻害するお
それのある行為着手予定日 

       年   月   日 

７ 雨水貯留浸透施設の機能を阻害するお
それのある行為完了予定日 

       年   月   日 

８ 保全工事の着手予定日        年   月   日 

９ 保全工事の完了予定日        年   月   日 

10 その他必要な事項 
 

※受  付  番  号         年   月   日      第      号 

※許可に付した条件  

※許   可   番   号         年   月   日      第      号 

     「許可申請 「第  18   条   第   １   項 「許可を申請 

備考 １  協  議」、 第 18 条第４項において準用する同法第 14 条」、協   議」については、該当するも

のを○で囲むこと。 

   ２ 許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

   ３ 許可申請者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を

省略することができる。 

   ４ ※印のある欄は記載しないこと。 

   ５ 雨水貯留浸透施設の機能を阻害するおそれのある行為の設計又は施行方法(保全工事を行う場合には、保

全工事の設計又は施行方法を含む｡)については、概要の記述の末尾に｢(設計又は施行方法の詳細は、別葉

の計画図による｡)｣と記載し、計画図を別葉とすること。 

   ６ 「その他必要な事項」の欄には、雨水貯留浸透施設の機能を阻害するおそれのある行為を行うことにつ

いて、建築基準法その他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。
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別記様式第七（第二十四条関係） 

保全調整池機能阻害行為届出書 

 特定都市河川浸水被害対策法第 25 条第１項の規定により保全調整池の機能を阻害するお
それのある行為を届け出ます。 
     年   月   日 
             殿 
                       届出者 住所 
                           氏名 

 
保 
全 
調 
整 
池 
の 
機 
能 
を 
阻 
害 
す 
る 
お 
そ 
れ 
の 
あ 
る 
行 
為 
の 
概 
要 

１ 保全調整池の名称及び指定番号 
 

２ 保全調整池の機能を阻害するおそれ
のある行為の種類 

 

３ 保全調整池の機能を阻害するおそれ
のある行為を行う地域の名称 

 

４ 保全調整池の機能を阻害するおそれ
のある行為の設計又は施行方法（保全
工事を行う場合には、保全工事の設計
又は施行方法を含む。）の概要 

 

 

５ 保全調整池の機能を阻害するおそれ
のある行為の着手予定日 

 
年   月   日 

６ 保全調整池の機能を阻害するおそれ
のある行為の完了予定日 

 
       年   月   日 

７ 保全工事の着手予定日 
 
       年   月   日 

８ 保全工事の完了予定日 
 
       年   月   日 

９ その他必要な事項 
 

※受  付  番  号         年   月   日     第      号 

備考 １ 許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏
名を記載すること。 

   ２ 許可申請者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場合
においては、押印を省略することができる。 

   ３ ※印のある欄は記載しないこと。 
   ４ 保全調整池の機能を阻害するおそれのある行為の設計又は施行方法（保全工事を行

う場合には、保全工事の設計又は施行方法を含む。）については、概要の記述の末尾に
「（設計又は施行方法の詳細は、別葉の計画図による。）」と記載し、計画図を別葉とす
ること。 

   ５ 「その他必要な事項」の欄には、保全調整池の機能を阻害するおそれのある行為を
行うことについて、建築基準法その他の法令による許可、認可等を要する場合には、
その手続の状況を記載すること。 
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別記様式第八（第三十二条関係） 

 

裁  決  申  請  書 

 

                           裁決申請者 住所 

                                 氏名            

                           相 手 方 住所 

                                 氏名 

 

 特定都市河川浸水被害対策法第 34条第９項の規定による協議が成立しないので、下記により、

裁決を申請します。 

 

記 

 

１ 損失の事実 

 

２ 損失の補償の見積り及びその内容 

 

３ 協議の経過 

 

          年   月   日 

 

裁決申請者 住所 

  氏名 

 

            殿 

 

 備考 
１ 「損失の事実」については、発生の場所及び時期を併せて記載すること。 

    ２ 「損失の補償の見積り及びその内容」については、積算の基礎を明らかにするこ
と。 

３ 「協議の経過」については、経過の説明のほかに、協議が成立しない事情を明ら
かにすること。 

４ 裁決申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の
氏名を記載すること。 

５ 裁決申請者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場
合においては、押印を省略することができる。 
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第一号様式 

雨水浸透阻害行為 
協議書 

    開発行為 

                                 第一号 
 大阪府特定都市河川流域における浸水被害の防止に関する条例第七条     の規定に 
                                 第二号 
   雨水浸透阻害行為 
より、         について協議します。 
   開 発 行 為 
 
   年   月   日 
          殿 
 
                   住所 

氏名 

 
雨  
水 
浸 
透 
阻 
害 
行 
為 
、 
開 
発 
行 
為 
の 
概 
要 

１ 雨水浸透阻害行為、開発行為の区域に含
まれる地域の名称 

 

２ 雨水浸透阻害行為区域の面積 
  開発行為区域の面積 

平方メートル 
平方メートル 

３ 雨水浸透阻害行為、開発行為に関する工
事の計画の概要 

 

４ 対策工事の計画の概要 
 

 

５ 雨水浸透阻害行為、開発行為に関する工
事の着手予定日 

年   月   日 

６ 雨水浸透阻害行為、開発行為に関する工
事の完了予定日 

       年   月   日 

７ 対策工事の着手予定日        年   月   日 

８ 対策工事の完了予定日        年   月   日 

９ その他必要な事項 
 

※受  付  番  号         年   月   日     第      号 

※協議に付した条件 
 

     「第一項 「雨水浸透阻害行為  

備考 １  第二項」、 開 発 行 為 」、については、該当するものを○で囲むこと。 

   ２ 許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

   ３ 許可申請者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができる。 

   ４ ※印のある欄は記載しないこと。 

   ５ 雨水浸透阻害行為に関する工事の計画及び対策工事の計画については、概要の記述の末尾に「（計画の詳細は、別葉の計画説明書及

び計画図による。）」と記載し、それぞれ計画説明書及び計画図を別葉とすること。 

   ６ 「その他必要な事項」の欄には、雨水浸透阻害行為を行うことについて、都市計画法、農地法その他の法令による許可、認可等を要

する場合には、その手続の状況を記載すること。 


